
 

『空き家対策、譲渡後も対象に 国交省が税制改正要望』 

 
 国土交通省は３１年度税制改正要望の中で、３１年末で適用期限が切れる空き家に係る譲渡所得

の３０００万円特別控除の特例の４年延長に加えて、被相続人が老人ホーム等に入居していた場合

と、譲渡後に家屋の除却または耐震リフォームを行った場合も対象に加えるよう求めた。 

 同特例は２８年度の税制改正で創設された。対象となる家屋は昭和５６年５月３１日以前に建築された

もので、譲渡価額は１億円以下でなくてはならない。また被相続人が単身で相続開始直前まで居住して

いること、相続人（売主）が譲渡前に家屋を取壊しまたは耐震リフォームをすることが要件となっている

が、実際には被相続人は相続開始直前には老人ホーム等に入居しているケースが多く、また取引実体

上、売主が譲渡前に取壊しまたはリフォームをするよりも、買主が譲渡後

に行うことが多いとされる。 

 同特例のこれまでの適用件数は明らかになっていないが、適用に必要

となる被相続人居住用家屋等確認書の交付件数は２８年度の４４７７件

から２９年度は６９８３件と増加しており、使い勝手が向上すればさらに利

用が伸びる可能性もある。国交省では制度を実態に見合ったものに改

め、相続由来の空き家の発生抑制を図る考え。 
      

 

 『 医療に係る消費税抜本改革要望 厚労省はじめ病院団体等も提言』 
 

 厚生労働省は３１年度税制改正要望の中で、医療に係る消費税問題の抜本的な解決を要望した。

社会保険診療については消費税は非課税扱いで、消費税導入時や５％への引上げ時には、医療機関

等の仕入れに係る消費税負担に対し診療報酬改定で対応した。８％への引上げ以降は、厚労省の「医

療機関等における消費税負担に関する分科会」の議論を踏まえ、診療報酬の中で、基本診察料等に上

乗せすることで対応してきた。しかし今年７月の分科会では、８％への引上げによる医療機関等の控除

対象外消費増税分（３％）に関して医療機関種別ごとで補てん状況に相当程度のばらつきが見られる

ことが確認され、１０％への引上げ時には同じ対応では限界があるとして、個別の医療機関等の補てん

の過不足に対し新たな措置を講じるよう要望した。 

 三師会と四病院団体協議会も、先に公表した「控除対象外消費税問題解消

のための新たな税制上の仕組みについての提言」で、この問題は医療機関等

の経営上極めて大きな負担であるとし、診療報酬への補てんを維持したうえ

で、個別の医療機関等ごとに診療報酬本体に含まれる消費税補てん相当額

と、医療機関等が負担した控除対象外仕入れ税額を比較し、過不足がある場

合は申告により対応するよう求めている。 
 
   出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます 
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